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SDGs未来都市等進捗評価シート

2021年度選定

⻑野市　SDGs未来都市計画
誰もが⾃分らしく活躍できる活気に満ちた⻑野圏域の創造

〜環境共⽣都市「ながの」の実現〜



（１）計画タイトル

（２）2030年のあるべき姿

（３）2030年のあるべき姿の実現へ向けた優先的なゴール

（４）2030年のあるべき姿の実現へ向けた取組の達成状況
No 指標名

※【】内はゴール・ターゲット番号
達成度
(%)

経済 1
未利⽤バイオマス利⽤率（間伐
材、果樹剪定枝など）
【8.1,8.2,8.3】

2020年度 49 ％ 2030年 61 ％ -

経済 2
廃棄物系バイオマス利⽤率（キノコ
廃培地、廃⾷⽤油、⾷品廃棄物な
ど）【9.2,9.4】

2020年度 92 ％ 2030年 98 ％ -

経済 3
新規雇⽤創出⼈数（バイオマス関
係）
【12.2,12.3,12.4,12.5,12.8】

2020年度 0 ⼈ 2021年度 0 ⼈ 2030年 16 ⼈ 0%

経済 4 農林⽔産業の市内総⽣産
【12.2,12.3,12.4,12.5,12.8】 2017年度 17,894 百万円 2018年度 18,846 百万円 2030年 現在値より

増加 -

社会 5 森林体験年間参加者数
【4.4】 2020年度 1,386 ⼈ 2021年度 632 ⼈ 2030年 2,150 ⼈ 29%

社会 6 環境学習会年間参加者数
【11.4,11.6,11.a】 2020年度 2,683 ⼈ 2021年度 3,124 ⼈ 2030年 4,200 ⼈ 74%

社会 7 バイオマス資源の圏域での利活⽤連
携事業【17.14,17.17】 2019年度 4 事業 令和3年度 4 事業 2030年 7 事業 57%

環境 8 温室効果ガス排出量及び削減率
【7.2、7.a】 2017年度 2,217,441 t-CO2 2018年度 2,038,780 t-CO2 2030年 1,664,405 t-CO2 122%

環境 9
再⽣可能エネルギーによる電⼒⾃
給率（発電設備容量）
【9.2,9.4】

2019年度 54.7 ％ 2020年度 56.4 ％ 2030年 65 ％ 87%

環境10 バイオマス発電量
【13.1,13.3】 2020年度 6,652.0 万kWh 2021年度 6,582.1 万kWh 2030年 8,660 万kWh 76%

環境11 SDGsの市⺠認知度
【15.1,15.2,15.4,15.b】 2020年度 28.4 ％ 2021年度 62.1 ％ 2030年 80 ％ 78%

当初値

SDGs未来都市等進捗評価シート

１．全体計画（2030年のあるべき姿）

⻑野市SDGs未来都市計画　誰もが⾃分らしく活躍できる活気に満ちた⻑野圏域の創造〜環境共⽣都市「ながの」の実現〜

経済 社会 環境

環境共⽣都市「ながの」の実現
⾃然の循環と経済の発展を両⽴させる、⻑野らしい、世界に誇る「産業」を、持続可能な形で、創造⼜は再構築する。

2030年（⽬標値）2021年（現状値）

2025年度回答項⽬

2025年度回答項⽬

2021年度

（2005年度⽐6.7％削減） （2005年度⽐30％以上削減）（2005年度⽐15％削減）



SDGs未来都市等進捗評価シート

１．全体計画（2030年のあるべき姿）

2021年度

（５）「2030年のあるべき姿の実現へ向けた取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等
【№1未利⽤バイオマス利⽤率、№2廃棄物系バイオマス利⽤率、№3新規雇⽤創出⼈数】令和３年度に⻑野市バイオマス産業都市構想を策定し、同構想を以って、国からバイオマス
産業都市に認定されている。同構想では、令和６年度稼働予定の２つのバイオマス発電事業を位置付けており、それぞれ、具現化に向けて、⺠間事業者によって整備計画が推進され
ている。これらの推進と併せて、地域バイオマス資源の利⽤推進モデル拡⼤について引き続き検討を⾏っていく。
【№5森林体験年間参加者】脱炭素社会の実現を⾒据え、⼆酸化炭素を吸収する森林を適切に保全しながら、豊富な森林資源を活⽤する1つとして、森林体験事業を通じて森林の
役割や、林業の魅⼒を発信していく。
【№6環境学習年間参加者数】環境学習会年間参加者数について、前年度より増加した。新型コロナウイルス感染防⽌対策のため、中⽌になる環境学習会があったが、定員を減少させ
て実施したり対策を講じながら開催している。環境への関⼼をより⼀層⾼めることができるよう、時期や内容を検討し、参加の機会の充実を図る。
【№8温室効果ガス排出量及び削減率について】削減が図られているが、2030年度までに基準年度⽐48％の削減⽬標を達成するには更なる取組の強化が必要である。国から⽰される
統計書が３年遅れで公表されるため最新値も３年前の数値となってしまう。
【№9再⽣可能エネルギーによる電⼒⾃給率】上昇しているが、新型コロナウイルス感染症の影響により材料の輸⼊が困難になるなど、主に太陽光発電設備が増えにくくなっている。



（１）⾃治体SDGsの推進に資する取組の達成状況

No 取組名 指標名 達成度
（％）

1 バイオマス産業の振興
バイオマス発電設備容
量（事業計画認定・
定格出⼒）

2020年度 10,973 KW 2021年度 10,973 KW 2023年 13,663 KW 80%

2 バイオマス産業の振興
未利⽤バイオマス利⽤
率（間伐材、果樹剪
定枝など）

2020年度 49 ％ 2023年 55 ％ -

3 森林マネジメント体
制の確⽴

林業適地の年間伐採
量（森林密度の調
整）

2020年度 22,000 ｍ3 2021年度 30,064 ｍ3 2023年 23,500 ｍ3 128%

4 再⽣可能エネルギー
利活⽤の推進

温室効果ガス排出量
及び削減率

2017年度 2,217,441 t-CO2 2018年度 2,038,780 t-CO2 2023年 1,962,194 t-CO2 104%

5 再⽣可能エネルギー
利活⽤の推進

再⽣可能エネルギーに
よる電⼒⾃給率（発
電設備容量）

2019年度 54.7 ％ 2020年度 56.4 ％ 2023年 58.5 ％ 96%

6 未来を担う⼈材育成 森林体験年間参加
者数

2020年度 1,386 ⼈ 2021年度 632 ⼈ 2023年 2,150 ⼈ 29%

7 未来を担う⼈材育成 環境学習会年間参
加者数

2020年度 2,849 ⼈ 2021年度 3,124 ⼈ 2023年 3,400 ⼈ 92%

（２）⾃律的好循環の形成へ向けた制度の構築等

（３）「⾃治体SDGsの推進に資する取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等

SDGs未来都市等進捗評価シート

１．全体計画（⾃治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）︓計画期間2021年〜2023年

【№1バイオマス発電設備容量　再掲】　令和３年度に⻑野市バイオマス産業都市構想を策定し、同構想を以って、国からバイオマス産業都市に認定されている。
同構想では、令和６年度稼働予定の２つのバイオマス発電事業を位置付けており、それぞれ、具現化に向けて、⺠間事業者によって事業計画が推進されてい
る。
【№3林業適地の年間伐採量】　森林環境譲与税を活⽤し、森林整備や、市産材活⽤、林業の担い⼿不⾜を補うための事業を進めている。
【№4温室効果ガス排出量及び削減率　再掲】引き続き、取組を強化していく必要がある。国から⽰される統計書が３年遅れで公表されるため最新値も３年前
の数値となってしまう。
【№7環境学習会年間参加者数　再掲】　⾃律的好循環の形成に向け、事業者等と連携して環境学習会など実施していく必要がある。

当初値 2022年
実績

2023年
⽬標値

2023年
実績

2021年
実績

　「⻑野市森林経営計画」を策定し、森林環境譲与税を活⽤することで、⼈⼯林の「伐採、植栽、保育」の循環を進めるための整備を⾏っていく。
　また、令和３年度に⻑野市バイオマス産業都市構想を策定し、同構想を以って、国からバイオマス産業都市に認定されている。認定を機に、市内外の産学官
41団体（R4.7.1現在）で構成する⻑野市バイオマス産業都市構想推進協議会を、⻑野市バイオマス産業都市構想推進協議会に改組するなど、構想推進
に取り組む体制構築を図っている。　地域バイオマス資源の利⽤促進モデルの拡⼤について、引き続き検討を⾏っていく。

2025年度回答項⽬

2021年度

（2025年推定値）

（2005年度⽐6.7％削減） （2005年度⽐17％削減）（2005年度⽐15％削減）



SDGs未来都市等進捗評価シート

１．全体計画（⾃治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）︓計画期間2021年〜2023年

2021年度

（４）有識者からの取組に対する評価

・バイオマス発電事業、森林マネジメントについて具体的な事業進捗を評価する仕組みを期待する。
・達成度の計算⽅法について再度⾒直す必要があると思料する。



（１）モデル事業名

（２）モデル事業の概要

（３）三側⾯ごとの取組の達成状況
取組名 取組内容 指標名 達成度

（％）

経
済

【経済】バイオマス利
⽤促進

①-1　製材おが粉を利⽤
した⽊質ペレットの製造プロ
ジェクト
①-2　複数バイオマス資源
のバイオブリケット化プロジェ
クト
①-3　⽊質バイオマス資源
の収集システム
①-4　バイオマス利活⽤推
進事業
①-5　きのこ廃培地のたい
肥化による循環型農業の
推進

新規雇⽤創出⼈
数（バイオマス関
連）

2020
年度 0 ⼈ 2021

年度 0 ⼈
2023
年 3 ⼈ 0%

経
済

【経済】森林マネジメ
ント

【経済】SDGsが⽣み
出すビジネス

①-6　林業DX推進（森
林管理システム）
①-7　林業DX推進（森
林作業、森林状態の⾒え
る化）
①-8　地域産⽊材の需給
管理の推進
①-9　⽊材の需要創出・
利⽤拡⼤の検討
①-10　サスティナブルツー
リズム
①-11　起業家創出プログ
ラムin東京
①-12　バイオマス・脱炭
素関連分野の調査・研究

「農林⽔産業」の
市内総⽣産

2017
年度 17,894 百万円 2018

年度 18,846 百万円 2023
年

現在
値より
増加

-

社
会

【社会】森林所有者
【社会】林業従事者
【社会】⼦ども・若者
【社会】市⺠・事業者
【社会】福祉・雇⽤・健康

②-1　森林オーナー学習会
②-2　フォレストワーカーフォ
ローアップ
②-3　SDGs環境・森林教育
プログラム
②-4　バイオマス利活⽤キャン
ペーン
②-5　林福連携による⾥⼭整
備
②-6　林業イメージアップ

バイオマス資源の
圏域での利活⽤
連携事業数

2019
年度

4 事業 2021
年度

4 事業 2023
年

5 事業 80%

社
会 【社会】広域連携 ②-7　SDGs推進のための

調査・研究事業
SDGsの市⺠認
知度

2020
年度

28.4 ％ 2021
年度

62.1 ％ 2023
年度

50 ％ 124%

SDGs未来都市等進捗評価シート

２．⾃治体ＳＤＧｓモデル事業

⻑野地域バイオマス共⽣圏の構築

　圏域の森林資源、きのこや果樹の栽培、⾷品製造業の多さなどの特性を活かし、⽊質及び廃棄物系バイオマス資源の活⽤により、廃棄物を抑えた環境負荷の少ない持続可能
な循環型社会を⽬指す。また、森林の持続的な保全と活⽤マネジメントを⾏い、ゼロカーボンへの貢献と地域内経済循環による⻑野圏域の活性化を実現する。

2021年
実績

2023年
実績当初値 2022年

実績
2023年
⽬標値

2021年度



SDGs未来都市等進捗評価シート

２．⾃治体ＳＤＧｓモデル事業

2021年度

取組名 取組内容 指標名 達成度
（％）

環
境

【環境】市⺠・NPO等の活動

【環境】分野横断の取組

【環境】暮らし⽅の転換

③-1　市有林の間伐促進
③-2　地元NPOによる薪
活プロジェクト
③-3　企業とのコラボレー
ションによる森林整備促進
③-4　持続可能な「奥裾
花⾃然園」活⽤
③-5　スマートハウス化応
援隊事業

温室効果ガス排
出量及び削減率

2017
年度

2,217,441 t-CO2 2018
年度

2,038,780 t-CO2 2023
年

1,962,194 t-CO2 104%

（４）「三側⾯ごとの取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等

【新規雇⽤創出⼈数】令和３年度に⻑野市バイオマス産業都市構想を策定し、同構想を以って、国からバイオマス産業都市に認定されている。同構想では、令和６年度稼働予
定の２つのバイオマス発電事業など８つのプロジェクトを軸としているが、それぞれ、具現化に向けて、⺠間事業者によって事業計画が推進されている。
【温室効果ガス排出量及び削減率】温室効果ガス排出量及び削減率については、引き続き取組を強化していく必要があるが、国から⽰される統計書が３年遅れで公表されるため
最新値も３年前の数値となってしまう。

当初値 2021年
実績

2022年
実績

2023年
実績

2023年
⽬標値

（2005年度⽐6.7％削減）
（2005年度⽐17％削減）

（2005年度⽐15％削減）



（１）三側⾯をつなぐ統合的取組名

（２）三側⾯をつなぐ統合的取組の概要

（３）三側⾯をつなぐ統合的取組による相乗効果

（４）三側⾯をつなぐ統合的取組の達成状況
No 指標名 達成度

（％）
1 【経済→環境】バイオマス発電量 2020年度 6,652 万kWh 2021年度 6,582 万kWh 2023年 現状値を維持 -
2 【環境→経済】市内総⽣産（名⽬） 2017年度 1,576,199 百万円 2018年度 1,585,560 百万円 2023年 現在値より増加 -
3 【経済→社会】林業事業体の新規雇⽤者数 2020年度 0 ⼈ 2021年度 4 ⼈ 2023年 8 ⼈ 50%
4 【社会→経済】SDGs視点での新規コンテンツ数 2020年度 0 2021年度 1 2023年 3 33%
5 【社会→環境】森林体験年間参加者数 2020年度 1,386 ⼈ 2121年度 632 ⼈ 2023年 2,150 ⼈ 29%
6 【環境→社会】環境学習会年間参加者数 2020年度 2,683 ⼈ 2021年度 3,124 ⼈ 2023年 3,400 ⼈ 92%

（５）⾃律的好循環の形成に向けた取組状況

（６）「三側⾯をつなぐ統合的取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等

SDGs未来都市等進捗評価シート

　「⻑野市森林経営計画」を策定し、森林環境譲与税を活⽤することで、⼈⼯林の「伐採、植栽、保育」の循環を進めるための整備を⾏っていく。
　また、令和３年度に⻑野市バイオマス産業都市構想を策定し、同構想を以って、国からバイオマス産業都市に認定されている。認定を機に、市内外の産学官41団体
（R4.7.1現在）で構成する⻑野市バイオマス産業都市構想推進協議会を、⻑野市バイオマス産業都市構想推進協議会に改組するなど、構想推進に取り組む体制構築を
図っている。　地域バイオマス資源の利⽤促進モデルの拡⼤について、引き続き検討を⾏っていく。

【№1バイオマス発電量】令和３年度に⻑野市バイオマス産業都市構想を策定し、同構想を以って、国からバイオマス産業都市に認定されている。同構想では、令和６年度稼
働予定の２つのバイオマス発電事業を位置付けており、それぞれ、具現化に向けて、⺠間事業者によって整備計画が推進されている。これらの推進と併せて、地域バイオマス資
源の利⽤推進モデル拡⼤について引き続き検討を⾏っていく。
　「複数バイオマス資源のバイオブリケット化プロジェクト」については、原料の破砕・乾燥ラインが令和４年２⽉に竣⼯したことで、市内の様々なバイオマス原料の活⽤が可能となっ
た。
【№3林業事業体新規雇⽤者数】林業従事者の担い不⾜を補う事業として、「フォレストワーカー育成事業」に令和３年度より取り組んでおり、当該年度実績は４名の実績が
あった。今後も、認定林業事業体が活⽤できるよう、取組を進めていく。

　森林管理マネジメントを構築し、未利⽤材をバイオマス資源として電⼒熱や固形燃料で再利⽤する。再エネ活⽤や地域産⽊材による住宅を促進し、地産地消エネルギー、薪
のある暮らしなど暮らし⽅の転換を図る。エコツーリズムや森林教育で関係者の理解を深め、担い⼿を育成し、環境と経済が好循環するエコシステムをつくる。

2021年
実績

2022年
実績

2023年
実績当初値

２．⾃治体ＳＤＧｓモデル事業（三側⾯をつなぐ統合的取組）

　経済⾯では、林業ＤＸの推進により、森林管理システムや作業
の効率化が進み、林業の⽣産性が向上する。
　社会⾯への相乗効果は、⽣産性向上により、林業が産業として
⼒をつけることで、関連産業を含めて雇⽤者の増加などの効果が
期待できる。また、林業の再興は、過疎化が進む中⼭間地域での
定住促進など活性化に寄与する。
　社会⾯では、林福連携、地元住⺠やNPO 団体などによる適正
な森林管理は、⾥⼭の景観保全、防災など国⼟保全につながり、
中⼭間地域の過疎化の⻭⽌めにも⼀定の効果が期待できる。
　また、森林整備や薪のある暮らしなどSDGs ライフスタイルの関⼼
層の移住促進にもつなげる。
　経済⾯への相乗効果は、森林に⼈の息遣いが⼊り関⼼が⾼ま
ることで、エコツーリズム、作業体験などSDGs 観光のコンテンツとし
て成⽴する環境が整い、地域経済への波及が期待できる。また、
次世代林業にビジネスチャンスを⾒出す起業家や企業に情報をつ
なぐことで、新たな価値を⽣み出すビジネス創出につながる。

　社会⾯では、森林組合等と連携し、森林所有者に向けた学習
会を企画することで、森林への無関⼼による相続登記の放置、所
有者不明⼟地の増加を防ぐ。さらに、森林理解と林業事業体へ
の管理委託の促進、⾃ら森林を管理する⾃伐型林業の
可能性検討などに展開させ、多様な担い⼿の創出を図る。
　環境⾯の相乗効果は、森林所有者をはじめ関係者が森林への
関⼼をもつことで、適正な森林管理により森林の公益的機能が保
持されるなどの効果が期待できる。
　環境⾯では、多くの森林を持つ⾃治体として、持続可能な森林
管理マネジメントを構築し、脱炭素社会の実現に向けて貢献して
いく。
　社会⾯への相乗効果は、森林管理は、⽣態系など公益性のあ
る多⾯的機能、再⽣可能エネルギー、都市と⾥⼭の関係性など、
持続可能な暮らしを考える材料にあふれており、⼦どもたちに向け
たSDGs 教育の取組みにより、未来の⼈材育成へとつなげていく。

経済⾯では、製材所から発⽣するおが粉や端材を利⽤した
⽊質ペレット製造や、きのこ廃培地や⽊の⽪を原料とするバ
イオブリケット製造により、これまで未利⽤材とされていたもの
が製品となり、付加価値を⾼めた⽣産の拡⼤となる。
環境⾯への相乗効果は、⽊材を余すことなく有効利⽤する
ことで、産業廃棄物の削減につながる。また、輸送に伴う化
⽯燃料の使⽤削減は、⼆酸化炭素の排出削減につなが
る。
環境⾯では、家庭において、省エネ設備や省エネ機器の導
⼊などスマートハウス化を推進することで、化⽯燃料の使⽤
削減により⼆酸化炭素排出量の削減につながる。
経済⾯への相乗効果は、スマートハウス化の施⼯により、機
器メーカー、⼯務店など地元事業者の業務増につながり、
地域内経済循環が促進する。

2023年
⽬標値

森と樹と暮らしのエコシステム　〜エコロジーとエコノミーの好循環〜

2021年度

経済⇔環境 経済⇔社会 社会⇔環境



SDGs未来都市等進捗評価シート

２．⾃治体ＳＤＧｓモデル事業（三側⾯をつなぐ統合的取組）

2021年度

（７）有識者からの取組に対する評価

・2022年度からの発電事業等の展開を期待する。
・市⺠の理解、企業連携ネットワークの構築等のプラットフォームの重層的な構築とその評価の仕組みの検討を期待する。
・達成度の計算⽅法について再度⾒直す必要があると思料する。


